
2026年度中部国際空港若者海外渡航促進業務委託先募集要領 

 

１ 業務目的 

本業務は、若者が海外渡航に対して抱く心理的ハードルを下げ、渡航意欲を高めるこ

とを目的として、大学生参加型ワークショップ及び学園祭・商業施設でのイベントを実

施するものである。 

また、参加者自身の SNS 発信やインフルエンサーによる情報拡散を通じ、多くの若者

層に中部国際空港発の海外旅行の魅力を届けることを目指す。 

 

２ 業務内容 

  仕様書のとおり 

 

３ 応募資格者 

  応募資格者は、以下の項目を全て満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しない者であ

ること。 

（２）令和８・９年度あいち電子調達共同システム（物品等）の愛知県入札参加資格者名

簿の登載者のうち、次のいずれかの分類に該当する者であること。 

①大分類「03 役務の提供等」  

中分類「03 映画等製作・広告・催事」  

小分類「02 広告」、「03 催事」または「04 デザイン」 

②大分類「03 役務の提供等」  

中分類「13 旅行業」   

小分類「01 旅行」 

（３） 企画提案書の提出期限において、愛知県からの指名停止の措置を受けていないこと。 

（４）国税及び地方税を滞納していないこと。 

（５）この公告の日から応募資格確認書の提出期限までの期間において「愛知県が行う事

務及び事業からの暴力団排除に関する合意書（平成 24 年 6 月 29 日付け愛知県知事

等・愛知県警察本部長締結）」に基づく排除措置を受けていないこと。 

（６）会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)第 17 条の規定による更生手続開始の申立てが

なされていない者又は民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)第 21 条に基づき再生手

続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、会社更生法に基づく更生

手続開始の決定を受けた者又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けた者

で、再度の入札参加資格審査の申請を行い認定を受けた者については、更生手続開

始又は再生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。 

（７）宗教活動や政治活動を目的とした者でないこと。 

 

 



４ 契約条件 

（１）契約金額限度額 

10,022,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（２）契約保証金 

   愛知県財務規則（昭和 39 年愛知県規則第 10 号）第 129 条の２の規定により契約金

額の 100分の 10以上の金額とする。ただし、愛知県財務規則第 129条の３に該当す

る場合は、全額免除とする。 

（３）契約期間  

契約の日から 2027年３月 19日（金）まで 

（４）契約方法 

   事業実施にあたっての企画提案を公募し、最も優れた企画提案者として選定された

１者と業務仕様及び契約金額を契約金額限度額の範囲内で協議したうえで、委託契

約を締結する。なお、協議が不調に終わった場合、次点の者と協議するものとする。 

（５）その他  

   企画提案に基づく見積金額は、契約時に至って同じ条件の下で、その額を超えるこ

とは認めない。なお、契約金額は提案内容等を勘案して決定するため、見積書記載

の金額と同額にならない場合がある。 

 

５ 応募方法等 

（１）提出書類 

企画提案作成要領（別紙１）に基づき、以下の書類を提出すること。 

ア 応募資格確認書（様式１） 

イ 業務履歴（様式２） 

ウ 業務実施体制（様式３） 

エ 社会的価値の実現に資する取組に関する申告書（様式４） 

オ 企画提案書（様式任意） 

カ 見積書（様式任意） 

  ・愛知県知事あてとすること。 

  ・可能な限り経費の内訳を記載すること。 

キ 添付資料 

・会社の概要が分かる資料（法人等のパンフレット等） 

・個人情報の取扱いに関する管理体制等を定めた資料（様式任意） 

※契約書（案）の別記「個人情報取扱事務委託基準」の第２を参照のこと 

（２）提出期限 

2026年３月 31日（火）午後５時まで（必着） 

（３）問合せ・提出先 

愛知県都市・交通局航空空港課利用促進グループ 小嶋・範 

住所：〒460-8501 名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 



電話：052-954-6133 

電子メール：kouku@pref.aichi.lg.jp 

（４）提出方法 

（３）の提出先に持参又は郵送 

※その他の方法（ファクシミリ、電子メール等）による提出は不可 

※持参の場合の受付時間は、平日の午前９時から午後５時までとし、郵送の場合は 

簡易書留など配達されたことが記録されるものに限る。 

（５）提出部数 

  ６部（正本１部、副本５部）※キ添付資料については正本１部で可。 

 

６ 選定事業者数 

  １者 

 

７ 提案の審査・選定等 

（１）選定方法 

県が設置する受託候補者選定委員会において、期限までに提出された企画提案の書

面審査を行う。審査に関することは非公開とし、審査の経過など審査に関する問い

合わせには一切応じないこととする。また、異議申し立ても一切認めない。 

（２）審査項目  

審査項目（配点） 主な審査項目 

① 全体の進め方・ス

ケジュール（10） 

・ 事業の趣旨を的確に理解した進め方か 

・ スケジュールの具体性、実現性が適切か 

② 提案の実効性等に

ついて（70） 

・ 事業全体の企画力・提案内容の妥当性 

・ 実施計画が具体的かつ実現可能な内容か。 

・ ワークショップの内容は適切かつ効果的か。 

・ 学園祭及び集客施設でのイベントについて、若者を惹きつ

け、渡航意欲喚起につながる展示・体験か。 

・ 積算根拠が明確で、費用対効果が見込めるか。 

・ その他自由提案や独自の工夫 

③ 推進体制、類似業

務の事業実績（15） 

・ 航空会社・政府観光局等関係者との連携体制や、安定性 

のある推進体制が整っているか 

・ 提案者の類似業務の実績が豊富で、実現性が十分にあるか 

④ 社会的価値の実現

に資する取組（5） 

・ 環境に配慮した事業活動 

・ 障害者等への就業支援 

・ 男女共同参画社会の形成 

・ 仕事と生活の調和 

・ エコモビリティライフの推進、安全なまちづくりと交通安全

の推進、健康づくりの推進、取引適正化の推進 



（３）審査結果の通知 

審査結果は、全ての応募者に対して通知する。 

 

８ スケジュール（予定） 

2026年３月 31日（火） 企画提案書の提出期限（午後５時締切） 

2026年４月上旬    受託候補者の選定 

４月中旬    契約締結 

2027年３月 19日（金）  事業完了 

 

９ その他 

（１）企画提案書の提出は、１団体１案とする。 

（２）応募にかかる一切の費用は、応募者の負担とする。 

（３）応募資格を有しない者の応募や、提出物に不備がある場合は、受理しないものとす

る。また、提出された企画提案書は返却しない。 

（４）当業務を受託していただく業者を選定した後は、提出された企画提案書の内容に限

定されることなく、委託業務内容について具体的な協議・調整に入るものとする。 

（５）契約書の作成は、電子契約サービスを使用して契約内容を記録した電磁的記録（電

子契約書）を作成する方法によることができる。その際は、電子契約利用申込書（別

紙 2）を提出するものとする。 

（６）当業務の実施は、令和８年２月定例愛知県議会における予算の成立を条件とする。 


